
 

（仮称）児島学校給食共同調理場整備運営事業に関する特定事業の選定 

 

倉敷市（以下、「市」という。）は、民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関

する法律（平成１１年法律第１１７号。以下、「ＰＦＩ法」という。）第７条の規定により、「（仮

称）児島学校給食共同調理場整備運営事業」（以下、「本事業」という。）を特定事業として選定

したので、同法第１１条第１項の規定により、特定事業の選定にあたっての客観的評価の結果

を公表する。 

 

令和４年８月２４日 

 

 

倉敷市長  伊 東 香 織     
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１ 事業内容に関する事項 
 

(１) 事業名称 

（仮称）児島学校給食共同調理場整備運営事業 

 

(２) 対象となる公共施設等の種類 

・学校給食共同調理場 

 

(３) 公共施設等の管理者 

倉敷市長 伊 東 香 織 

 

(４) 事業目的 

現在、倉敷市内の自校方式調理場の多くで老朽化が進行し、新たな給食施設の整備が喫

緊の課題となっており、「倉敷市学校給食調理場整備に係る基本方針」により６，０００～

８，０００食規模の複数の献立ラインを有する共同調理場を市内に３ヶ所程度設置するこ

ととしている。 

本事業は、この方針に沿って、旧海技大学校児島分校跡地の旧海技大学校校舎（以下、

「既存施設」という。）を解体するとともに、６，０００食規模の「（仮称）児島学校給食

共同調理場」（以下、「本施設」という。）を整備し、維持管理・運営することで、より安全

安心な学校給食の提供を行うことを目的とする。 

 

(５) 本事業の基本理念 

本事業は次の基本理念に基づいて実施するものとする。 

【基本理念１】安全安心な学校給食の提供 

学校給食衛生管理基準を遵守し、安全安心な給食を安定的に提供する。

また、アレルギー対応専用調理室等を整備し、食物アレルギーを有する

児童生徒に対しても可能な限り給食を提供する。 

【基本理念２】地産地消及び食育の推進 

地場産物等を活用した献立等による地産地消の推進、デジタル配信の活

用や防災教育と連携した新しい食育を推進する。 

【基本理念３】事業の持続可能性への配慮 

調理作業の効率化や人手不足への対応など、社会変化を見据え、給食提

供が安定的に継続できることを重視する。 

【基本理念４】環境負荷低減、エネルギー使用量削減 

地球環境に配慮した施設として省エネルギー設備の導入を図るととも



に、臭気・防音対策など環境負荷の低減に取り組むものとする。 

 

(６) 事業内容 

本事業の内容は、次の通りとする。 

 

ア 事業方式 

本事業は、ＰＦＩ法に基づき、市が所有する土地に、本事業を実施する者（以下、「事

業者」という。）自らが本施設の設計及び建設を行い、工事完了後に市に施設等の所有権

を移転した後、維持管理・運営業務等を実施する方式（ＢＴＯ：Build Transfer Operate）

により実施（以下、「ＰＦＩ事業」という。）する。 

 

イ 事業実施スケジュール（想定） 

事業実施スケジュールは次のとおり。 

時 期 内 容 

令和５年３月上旬 基本協定の締結 

令和５年４月中旬 仮契約の締結 

令和５年６月 事業契約締結 

令和５年７月～令和７年６月 

（約２４ヶ月間） 
既存施設の解体及び本施設の設計・建設 

令和７年６月 本施設の引渡し及び所有権移転 

令和７年８月下旬月～令和２２年７月 

（約１５年間） 
維持管理・運営 

 

ウ 事業者の業務範囲 

(ア) 施設整備業務 

a 事前調査業務及びその関連業務 

b 既存施設解体業務及びその関連業務に伴う各種申請等の業務 

c 設計業務及びその関連業務に伴う各種許認可手続き等の業務 

d 建設工事及びその関連業務に伴う各種申請等の業務 

e 工事監理業務 

f 調理備品等調達業務（食器・トレイ・食具は除く） 

g 事務備品調達業務 

h 学校配膳室改修業務 

i 近隣対応・対策業務 



 

(イ) 開業準備業務 

 

(ウ) 維持管理業務 

a 建物維持管理業務 

b 建築設備維持管理業務 

c 調理設備維持管理業務 

d 外構等維持管理業務 

e 清掃業務 

f 警備業務 

g 長期修繕計画策定業務 

 

(エ) 運営業務 

a 日常の検収業務 

b 給食調理業務 

c 洗浄等業務 

d 配送及び回収業務 

e 残渣等処理業務 

f 調理備品等更新業務（食器・トレイ・食具は除く） 

g 配送車両調達・維持管理業務 

h 献立作成支援業務 

i 食育支援業務 

j 災害時における支援 

 

エ 市が行う業務 

運営業務のうち、市が実施するものは次のとおりである。 

a 食材調達業務 

b 食材検収業務 

c 食数調整業務 

d 検食業務 

e 献立作成・栄養管理業務 

f 衛生管理・調理指示業務 

g 光熱水費の負担、支払い 

h 給食費徴収管理業務 

i 配送校の調整業務 



j 学校配膳室業務 

k 食育業務 

l 広報業務 

m 食器・トレイ・食具の更新業務 

n 市職員用事務室に関する引越し業務 

 

オ 事業者の収入 

本事業における事業者の収入は、上記ウに示す各業務を行うことに対して、市は事業

者にサービス購入料を支払う。 

 

(７) 施設の概要 

 

ア 敷地条件 

項目 内容 

建設予定地 倉敷市児島味野４０５１－２外 

敷地面積 約２０，０００㎡（うち建設地は西側約８，０００㎡） 

区域区分 準工業地域 

防火・準防火地域 指定なし 

建蔽率 ６０％ 

容積率 ２００％ 

土地の所有者 倉敷市 

 

イ 規模及び機能 

(ア) 学校給食共同調理 

項目 内容 

構 造 事業者提案による 

延床面積 事業者提案による 

献立数 ２献立 

最大食数 ６，０００食／日程度 

アレルギー対応食 １００食／日（最大食数に含む） 

  



２ 市が直接事業を実施する場合とＰＦＩ事業で実施する場合の評価 
 

(１) 評価方法 

本事業をＰＦＩ事業として実施することにより、事業期間を通じて市の財政負担額の縮

減を期待できること及び公共サービス水準の向上を期待できることなどを視点に、以下の

評価を行った。 

・市の財政負担額による定量的評価 

・ＰＦＩ事業として実施することの定性的評価 

・上記による総合的評価 

なお、市の財政負担額の算定に当たっては、将来の費用と見込まれる財政負担額の総額

を算出の上、これを現在価値に換算することにより評価を行った。 

 

(２) 市の財政負担額による定量的評価 

 

ア 市の財政負担額の算出条件 

市が、本事業を自ら実施する場合及びＰＦＩ事業として実施する場合の財政負担額の

算定に当たり、設定した主な算出条件は次の表のとおりである。 

なお、これらの算出条件は、市が独自に設定したものであり、実際の事業者の提案内

容を制約するものではない。 

 

(ア) 事業費などの算出条件 

項目 市が自ら実施 
ＰＦＩ事業による 

実施 
算出条件 

a 設計、建設等

業務に係る費

用 

・調査業務費 

・設計業務費 

・建設業務費 

・配膳室改修業務費 

・工事監理業務費 

・調査業務費 

・設計業務費 

・建設業務費 

・配膳室改修業務費 

・工事監理業務費 

・建中金利 

・開業準備費 

○市が自ら実施する場合 

・設計、建設等に係る費用に

ついては、モデルプラン及

び類似学校給食共同調理

場の実績に基づき設定。 

・維持管理、運営業務に係る

費用については、既存学校

給食共同調理場の実績又

は類似事例を踏まえて設

定。 

○ＰＦＩ事業により実施す

る場合 

・民間事業者による創意工夫

の発揮によりコスト縮減

が実現するものとして設

定。 

b 維持管理、運

営業務に係る

費用 

・開業準備業務費 

・建物･維持管理業務

費 

・運営業務費 

・開業準備業務費 

・建物･維持管理業務

費 

・運営業務費 

・ＳＰＣ経費、税･配

当分 

※ＳＰＣ：Special Purpose Company の略。複数の企業が事業体を組んで本事業のために設
立する特別目的会社のこと。 

 



項目 市が自ら実施 
ＰＦＩ事業による 

実施 
算出条件 

c その他の費用 

─ 

・公租公課 

・アドバイザー費 

・直接協定支援費 

・モニタリング費 等 

○ＰＦＩ事業により実施す

る場合 

・公租公課及びＰＦＩ事業実

施に係るアドバイザー費、

直接協定支援費、モニタリ

ング費等を計上 

d 資金調達方法 ・交付金 

・地方債 

・一般財源 

【市】 

・交付金 

・地方債 

【民間事業者】 

・市からの一括払分 

・自己資本 

・銀行借入 

（金利含む） 

○ＰＦＩ事業により実施す

る場合 

【自己資本】 

・出資金 

【銀行借入条件】 

・返済期間：１５年（据置な

し） 

・利率：金融機関からの借入

れを想定し設定 

 

(イ) ＶＦＭの算出条件 

項目 値 算出条件 

a 割引率 0.95％ 直近の長期国債表面利率等を踏まえて設定 

b 物価上昇率 ─ 物価変動は考慮せず 

c リスク調整値 ─ 

リスクの実績データが蓄積されておらず、定量化が困難で

あることから、ＰＦＩ事業者に移転されるリスク調整額は

考慮していない。 

※ＶＦＭ：Value for Money の略。支払（Money）に対して最も価値の高いサービス（Value）を
供給する考え方のこと。ここでは、市が自ら実施する場合とＰＦＩ事業による実施の場合の財
政負担額の削減割合を意味している。 

 

イ 財政負担額の比較 

前述の算出条件に基づいて、市が自ら実施する場合及びＰＦＩ事業で実施する場合の

財政負担額を現在価値換算の上で比較すると、ＰＦＩ事業で実施する場合は 5.0％の財

政負担額縮減が見込まれる結果となった。 

 

(３) ＰＦＩ事業として実施することの定性的評価 

本事業をＰＦＩ事業により実施する場合、市の財政負担額縮減の可能性といった定量的

な効果に加え、次のような定性的な効果が期待できる。 

 

ア サービスの質の向上・維持 

本事業においては、事業者が有する設計、建設、維持管理、運営の専門的な知識やノ

ウハウを活用することにより、本施設の機能の向上や給食提供の確実性、安全性、効率

性が図られ、良質かつ効率的な学校給食サービスが期待できる。 



 

イ 設計・建設・維持管理・運営業務の一括発注による事業の効率化 

設計、建設、維持管理、運営まで一括して事業者に委ねることにより、維持管理・運

営業務を担う者の意向を踏まえた施設整備が可能になるなど、事業の合理化や効率化が

期待できる。 

 

ウ リスク分担の明確化による事業の安定運営 

最も適切にリスクを管理することのできる者が当該リスクを担当するとの考え方に基

づき、市と事業者が適正にリスクを分担することにより、事業全体のリスクの低減が図

られるとともに、リスク顕在時における適切かつ迅速な対応・過度な費用負担の抑制が

可能となり、安定した事業運営が期待できる。 

 

エ 財政支出の平準化（及び可視化） 

民間資金を活用することで、市は事業期間終了までの間に初期整備費を含めた事業費

を分割して支出することが可能となり、財政負担の平準化が図られる。 

 

(４) 総合的評価 

本事業は、ＰＦＩ事業として実施することにより、市が自ら実施する場合に比べ、事業

期間全体を通じた市の財政負担額について、5.0％の縮減を期待することができる。 

また、効果的・効率的な事業実施による公共サービス水準の向上、将来の財政負担額の

可視化や民間のリスク対応能力活用によるリスクの低減等、定性的効果にも期待できる。 

上記を踏まえて、本事業をＰＦＩ事業として実施することが適当であると認められるた

め、ＰＦＩ法第７条の規定により特定事業として選定する。 

 


